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研究成果の概要（和文）：授業づくりへの学習者の関与の方法，効果、条件，限界性を解明した。第一に，生徒
による授業研究を実践する中学校の事例研究を行い，生徒のインタビューを自己調整学習理論で分析した。生徒
は，メタ認知的な方法で学級の学習過程を省察し，教員と協働的に，効果的な学習環境を創造していた。第二
に，教員対象の数量調査により，授業づくりへの生徒参加に対する教員の見解を明らかにした。回答者の3分の
２は実践に肯定的だった。生徒の意欲や学力向上，主体的な態度の形成や，教員の授業改善効果が期待されてい
た。児童生徒の発達段階・個人差・能力差，教師の時間確保，意識改革，共通理解，指導力に困難性が認識され
ていた。

研究成果の概要（英文）：This study elucidated the methods, effects, conditions, and limitations of 
learners’ involvement in lesson creation. First, we conducted a case study of a junior high school 
in which students practiced lesson studies and analyzed student interviews using self-regulated 
learning theory. The students reflected on the learning process of the class in a metacognitive way 
and collaborated with teachers to create an effective learning environment. Second, a quantitative 
survey of teachers clarified their views on student participation in lesson creation. Two-thirds of 
the respondents positively perceived practice. It was expected that students’ motivation and 
academic ability would improve, that they would form a proactive attitude, and that teachers would 
improve their lessons. Difficulties were recognized in the children's developmental stages, 
individual differences, the ability differences, securing time for teachers, changing consciousness,
 common understanding, and leadership. 

研究分野：カリキュラム研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
授業やカリキュラムは教師に計画されるが，学習は，教室の実践における教師と学習者の相互作用により創造さ
れる。しかし，学習者の役割，参加の意義や効果，方法の解明は不十分だった。生徒エージェンシーや自己調整
学習が注目される今，本研究はそれらにつながる知見を提供した。国際的に注目される授業研究における，生徒
の役割や影響力，生徒参加のシステムや効果を明らかにしたことは国際的な授業研究の進展に寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
カリキュラムマネジメントは，「学校の教育目標を具現化するために，評価から始めるカリキ
ュラムのマネジメントサイクルに，組織文化を含めた学校内外の諸条件のマネジメントを対応
させ，これを組織的に動態化させる課題解決的な営み」 (中留・田村 2004)である。今次学習指
導要領の理念を実現するための中核的な理論および実践として急速に注目を集めている。わが
国のカリキュラムマネジメント論提唱者・中留は総合的な学習の時間を中心対象とし，マネジメ
ントサイクル論，校長のリーダーシップ，学校文化論によりその基盤を築いた(中留 2001，2005 
他)。加えて，カリキュラム評価(根津 2006他)，授業研究(Kuramoto 他 2014) やワークショッ
プ型教員研修(村川他 2013)，カリキュラム・リーダーシッップ論(倉本 2004，木原他 2013)，英
国や米国などの海外研究(原田他 2018，倉本 2008)といった側面から研究が蓄積されてきた。研
究代表者は，一貫して カリキュラムマネジメント研究に携わり，以下を解明してきた。(1)カリ
キュラムマネジメントのシステムの全体構造(目的，構成要素，構成要素間の関係性)，（2）わが
国における カリキュラムマネジメントの実態とその特徴，(3)を把握するための調査項目の開発，
(4)カリキュラムマネジメントを推進する教員の力量，(5)カリキュラムマネジメントの実践の方
法，(6)教員のカリキュラムマネジメントの力量を形成し，学校におけるカリキュラムマネジメ
ントを促進する教員研修の開発，(7)実践者が学校のカリキュラムマネジメント実践を評価する
手法の開発と検証，などである(田村 2005，2009，2014他)。  
しかし，上記の研究は教員の行為や文化を対象としたものであり，学習者の学習観や行為，影 
響は研究対象とされなかった。しかし，海外に目を転じれば，教員と生徒は学習指導の「台本を 
共有している(Stigler & Hiebert1999)」という議論をはじめ，教員だけでなく生徒の学習への信
念も教室の実践の規定要因として取り上げた議論(DeCorte2010)や実証的研究(Berry他 1996， 
James 他 2007 他)が存在する。実践的・開発的研究においても，わが国を起源とする授業研究
に関する国際学会(世界授業研究学会，以下WALS)では，学習者の関与についての議論の必要性 
が当学会初代会長 Elliot 氏から提起されるなど関心が高い。高等教育機関を対象とした授業研
究への学習者参加の研究もある(Wood 他 2016)。また，近年，わが国の授業研究の知見を現地
化し大規模に実践，成果をあげたロンドンのプロジェクト(Dudly2016)では，授業研究のサイク
ルに生徒の意見を聴く過程を明確に位置づけた。このような海外の動向と比べるとわが国の授
業研究(カリキュラムマネジメントの主要な機会のひとつ)やカリキュラムマネジメント研究は
学習者要因の解明が遅れていると言わざるをえない。学習者を対象とした研究視点を導入する
ことにより，自律的な学習者の育成に寄与する実践の基盤となる理論の構築，実践の開発可能性
が拡大すると考えられる。上記の問題意識に基づき，研究代表者は，生徒による授業研究を実施
している中学校の事例研究に取り組み，WALS で口頭発表し，そこでの海外の研究者や実践者
との議論の過程において，学習者の学習観や実践への関与に着目した研究の学術的価値(発展へ
の期待)の認識を深めた。 
学習者の積極的な関与については，生徒参加の観点から欧米を中心に議論されてきた。代表的 
な概念 student voice の要点は，生徒の意見を聴き，意思決定に反映することである。1960〜
70 年代，student voice は生徒の権利の観点から研究されたが，その後は低調になった(この点
は日本も同様)。欧米では，1990 年代に再び student voice が着目され始めたが，今次は，生徒 
参加が学業成績向上と学校改革の成功を促進する効果が強調されている。その文脈における生
徒 参加は，(1)改革・改善に生かすためのデータ源，(2)教員と共に学習共同体を構成する協働者，
3 学校全体の改革への参加者(分散型リーダーシップの生徒への拡大)の三形態に整理される。い
ずれにおいても，生徒の当事者性が強調され，学習や学校を形成する主体者としての可能性が探
究されてきた (Mitra2004，2005，2009)。学習における生徒 agencyの議論も高まっている。こ
のような近年の生徒参加の議論の枠組みを参照に，日本の学校文化を背景とした学習の実践づ
くり，授業研究，それらを包括するカリキュラムマネジメントにおける，学習者要因の影響，実
践開発の可能性と限界性を明らかにする。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，教室の学習の実践および学校のカリキュラムマネジメントにおける学習者
要因，中でも学習者の学習観やそれに基づく行為の解明である。特に，学習の実践づくりへの関
与に着目し，可能な方法や程度，その効果，それを実現可能にする条件や促進・阻害要因，限界
性を解明する。具体的には，次の 3つの研究課題を設定した 
 
(1)学習者の学習観と教員の学習観や指導法の影響関係の解明 
学習者の学習観の特徴，教員の学習観の特徴を解明する。教員の学習観と学習指導のタイプの関
係性，教員の学習観，指導のタイプと学習者の学習観の関係性を解明する。 
 
(2)学習の実践およびカリキュラムマネジメントへの参加を可能にする条件の解明 



海外の先行研究から，Student voice実践の条件として，大人がいくつかの権力を放棄し大人
と若者の間に信頼の基盤をつくり，大人と若者の間の対等ではないが意味深い役割を構築し，大
人が若者のリーダーシップを育成するための専門性を開発することなどが挙げられている
（Mitra2009）。国内研究でも，大人側の教育観の転換の必要性を指摘されている（喜多 1993）。
つまり児童生徒の参加の実践が行われるためには，まずは大人（授業づくりにおいては教師）の
あり様に目を向ける必要がある。そこで，学習づくり（広くはカリキュラムマネジメント）への
児童生徒の参加に関する教師一般の見解を明らかにし，学習者参加の条件を解明することにし
た。 
 
(3)学習の実践およびカリキュラムマネジメントの開発・改善に学習者が関与する実践の開発と
効果の検証 
学習者が授業づくりやカリキュラムマネジメントに参加することは，児童生徒及び教師に対
して，どのような効果をもたらすのか。ありうる参加の方法はどのようなものなのか。効果的な
実践を可能にする条件はどのようなものなのか。中学生が行う授業研究への参加に焦点化して
解明する。 
 
 
３．研究の方法 
上記(1)〜(3)の目的に応じて述べる。  
 
(1)生徒対象調査:学習観や学習態度などについて Berry&Sahlberg (1996)を参照とした調査項
目を作成した。長期にわたり生徒による授業研究の実績がある A中学校を対象校とし，他の二中
学校(B 中学校，C 中学校)を比較群として，中学校１学年から３学年までの縦断的な質問紙調査
（対生徒，計４回）を実施した。生徒の学習観，学習態度，学級の様子などに関する項目群を新
たに作成した。併せて，学級担任対象の調査を実施した。 
 
(2)X 県の教員を対象として，学習者の関与に関する教員の見解を問う，自由記述式の質問紙調
査を実施した。テキストマイニングにより分析した。 
 
(3)事例調査。生徒による授業研究を 20 年以上継続してきた A中学校を訪問し，参与観察を行う
とともに，教員と生徒にインタビュー調査を実施した。調査から得られた質的なデータを分析し
た。その間，国際学会や訪問調査によって，海外の研究者とのディスカッションを重ねた。また，
新たに，A中学校に類似した実践を行なっている複数の中学校を訪問調査している。 
 
４．研究成果 
(1)については，論文投稿に向けてデータ分析，執筆中である。まず、Berry&Sahlberg (1996)
を元とした学習観尺度を作成したところ、各時点において一定の信頼性係数が示された。また、
確認的因子分析を行った結果、いずれも経験的に十分な適合度が得られており、因子的妥当性が
示された。次に、性差について検討したところ、中学生の時点ではやや男子の方がネガティブな
学習観であることが明らかとなった。 
他の概念との関連については、教師のリーダーシップ行動および学校への愛着との関連を検
討した。学校への愛着は、主体的・能動的な学習、共同学習、学習の有用感、自己成長感と正の
相関がみられ、学習観を向上させることによって学校への愛着が高まることが示唆された。教師
のリーダーシップとの関連については、目標達成と受動的・消極的な学習および共同学習との間
に正の相関、集団維持は主体的・能動的な学習、共同学習、学習の有用感、自己成長感と間に正
の相関を示しており、教師の集団維持行動が生徒の学習観に好ましい影響を与えることが示唆
された。 
４時点間において、双方向の因果関係を組み込んだ交差遅延モデルによる分析を行った結果、
主体的・能動的な学習が学校の愛着を高め、受動的・消極的な学習が学校への愛着を低めること
が示された。比較的大きな規模の縦断調査において、学習観が学校への愛着や自己の成長感を高
めることを示した研究は本邦において貴重な結果であると考えられる。 
 
(2)については，学術論文に示した成果を記す。授業づくりへの児童生徒の参加について実践
事例を提示し，それに対しする 1,268 名の教師の反応について自由記述を中心として分析した。  
いくつかの先行研究において，授業づくりへの児童生徒の参加の意義や効果は指摘されては
いるが，実践は一般化されていない。そこで本研究では，実践化の前提として，実践事例に対す
る教師の受け止め方について，彼らが期待する意義と想定する困難点の観点から探索した。  
まず，授業づくりへの児童生徒の参加は，教師によって意義が見出されるか。この点について
は，児童生徒にとっての意義も，教師にとっての意義も見出された。児童生徒については，意欲
や学力の向上，主体的な態度の形成に効果があり，教師にとっては児童生徒の視線に立つことに
より授業改善に効果があると考えられていた。次に，実践化にあたっての困難についても，児童
生徒・教員の双方について見出された。児童生徒については発達段階・個人差・能力差が着目さ
れており，特に小学生の発達段階では難しいと捉えられた。教師にとっては，時間確保，計画や



事前準備，指導，意識改革，共通理解といった困難性が挙げられ，これらをクリアする必要性が
示唆された。 
学校段階間の違いに着目すると，実践の意義については小学校では意欲面（児童）や子ども理
解（教員）への意義が期待されるのに対して，中学校では教科内容や学力の向上（生徒）や教育
活動の向上（教員）が期待されていた。困難については，小学校では発達段階（児童）と教員の
介入（教員），中学校では個人差（生徒）と労力や時間（教員）が問題として見出されていた。  
職位の違いに着目すると，教諭は目の前の授業や自身の指導に焦点があり，ミドルリーダーはカ
リキュラムや時数の運営，管理職は学校全体の意識改革に課題を見出していた。 
実践化の意向別の結果からは，肯定的な意向をもつ回答者は学力向上などの実質的な結果が
児童生徒に表れることへの期待や「楽しい」など肯定的な感情が示されたのに対し，否定的な意
向の回答者にはそれが見られなかった。 
以上の結果を踏まえると，授業づくりへの児童生徒の参加という取り組みが実践化されるに
は，次のような働きかけが必要だと考察した。まず，意義について「生徒の視点から振り返りが
できる」といった形式的な意義のみを見出している層が一定数いるので，この層に対しては，取
り組みの様子やプロセスのみを示すのではなく，この取り組みの結果として，児童生徒にどのよ
うな力がつくのかという証拠が，データとして示される必要があるだろう。次に，授業現場にお
ける教師の介入について困難性を感じている教師（特に教諭）がいるため，実践にあたって教師
と児童生徒との関わり方や教師による支援のあり方について，ポイントをわかりやすく示した
ガイドブックや具体的かつ細やかな実践事例が豊富に必要であろう。取り組みやすい教材や単
元が示されることも有効だろう。また，児童生徒の個人差に着目して困難性を挙げた回答者も多
かったため，特に，「参加が難しい」と思われるような児童生徒の参加の仕方や教師による支援
については研究される必要がある。 
小中学校での違いとして，特に小学生の発達段階では困難という意見が多かった。これは，質
問紙調査を行う直前に提示された実践事例が中学校における実践が中心であったことにも起因
すると考えられる。小学校の発達段階における実践のポイントや発達段階を考慮した実践事例
がより多く示されれば，この点は解決に近づくと考えられる。実施にあたっての困難として，学
校種や職位に関わらず困難とされたのは，時間の問題である。ミドルリーダーは特に時数確保に
着目していた。カリキュラムの具体的な運用など，１単位時間よりも長いスパンで，実践の全体
像を具体的に示す必要も示唆された。 
本調査では，僅かだが実践経験のある教師が存在すること，肯定的な意向をもつ教師が 3分の
2程度いることがわかった。一方，否定的な教師も 3分の１程度見られた。否定的な意向を示し
た教師は，意義について形式的にとらえ，困難さについては感情的に否定感を示した。このよう
な教師の否定的な意向を肯定的に変容させるためには，実践の成果をデータで示したり，実践中
の児童生徒や教師の情意面に関する肯定的な発言や記述の内容を示したりして，期待感を喚起
することが有効ではないだろうか。あるいは，手応えが実感できるような先行実践の参観や自ら
の試行的実践経験が有効ではないだろうか。 
かつて秋田（1995）は，比喩を用いて学生と教師の授業観を調べ，２つの異なる授業観モデル，
すなわち「伝達モデル」と「共同モデル」を見出した。そこでは，キャリアを積み重ねる中で「伝
達モデル」から「共同モデル」へ授業観が変化する教師が一定割合いることも示唆された。その
変化は，「伝えるという教師主導的な立場から，生徒が主導となりそれをまとめ援助する立場へ
の役割認識の変化」（秋田 1995:64）を伴うという。さらに秋田（1995）は授業に関する 5 つの
閉鎖性の問題を指摘したが，その第一は「授業における教師生徒関係が伝え手と受け手，見張る
者と見張られる者という固定」（秋田:68）した権力関係の閉鎖性である。本研究が提起した「授
業づくりへの児童生徒の参加」は，授業研究や公開授業の振り返りといった通常は教師の役割と
されてきた実践への生徒参加をも想定するものである。これは，「共同モデル」の授業観に立脚
するだけでなく，教師と生徒の間の権力関係の閉鎖性をドラスティックに問い直すものである。
秋田（1995）の研究では，「伝達モデル」の授業観を保持し続ける中堅教師の存在も確認されて
おり，これは本研究が事例として提示した実践に対する否定的な教師の存在と符合する。本研究
では，一歩踏み込んで，児童生徒参加の実践の意義と困難についてどのように感じるのかについ
て，小・中学校の別，職位別，授業観の違い（実践への肯定派・否定派）による傾向を明らかに
し，実践化への糸口を提示したことに意義があるといえよう。 
 
(3)について，学術論文（国際学会）から成果を示す。 
We conclude that students can participate in Lesson Study as support for teachers. 
Students’ targets for Lesson Study are limited to “how to learn,” rather than 
focusing on the learning contents, as in teachers’ Lesson Study. Nevertheless, 
students observe, reflect, and evaluate lessons just like teachers do. Legitimate 
Peripheral Participation (Lave and Wenger, 1991) can offer appropriate explanations 
for these activities. 
Since the systematic SLS analyzed in this research is a rare case, it might be 
difficult to apply the analysis directly to all schools. This research clarified, 
however, that students’ self-regulated learning in groups is possible and has a 
significant impact as follows: 



(1) Students can observe others’ learning processes, compare against their own 
learning processes, and provide mutual feedback. They view their learning processes in 
class in a metacognitive way, allowing them to be aware of positive aspects of their 
own class and to adopt other classes’ positive aspects; 
(2) Students can collaboratively reflect on their learning processes in class with 
teachers and provide feedback to improve those processes; 
(3) Students can take a main role in collaborating with teachers in the planning and 
creation of learning processes. 
This research may be limited because we did not mention the students’ academic level. 
In the case class, the students believed that they could learn collaboratively, but if 
there was a large difference in academic level, this learning would be difficult. We 
now recognize that we should conduct our research in various types of classes in the 
future. 
Another limitation may be that only one Japanese school was used in the case study, 
and, therefore, the results may not be immediately or directly applicable to other 
countries. However, this research clarified the possibility and significance of 
students’ participation in Lesson Study with some concrete examples. By doing so, we 
have provided scaffolding for practitioners and teacher educators to consider how to 
involve students in Lesson Study. For researchers who study students’ participation 
in Lesson Study, our case study provides valuable evidence. Prior research on students’ 
participation in Lesson Study has been insufficient, so our study is a milestone for 
prospective future research related to the topic. In the future, we hope to develop 
methods for students and teachers to participate in creating the learning process in 
class, as with students’ self-regulated learning in groups at schools in different 
countries. 
 
上述の研究以外にも，複数の生徒参加の実践事例を調査し，その成果（生徒の学習，教師の授
業への見方や授業力）について，書籍にまとめて出版準備中である。さらに，当該実践校の教員
とともに国際学会でシンポジウムを行うべく準備中である。本研究の成果を生かし，発展的な研
究を今後も継続していく。 
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